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窒素酸化物排出低減用触媒技術の開発動向

　近年の日本の大気汚染の状況を見ると、硫黄酸化物濃度は改善されているが、都市部

の窒素酸化物（NOx）濃度はほとんど改善されていない。NOxは近年増加している光化

学オキシダントの原因物質でもあることから、今後も対策技術の開発は重要な課題であ

る。NOxをはじめとする、自動車や工場の排出ガス浄化に使用され、我々の健康保持に

重要な役割を果たしているのが触媒である。

　日本では大気中のNOxの半分以上が自動車から排出されており、自動車のNOx対策

が極めて重要である。このため、日本の自動車のNOx排出規制は年々強化されている。

ガソリン自動車のNOx対策には、従来三元触媒が用いられてきた。しかし近年開発され

たリーンバーンエンジンには適用できないため、新たな触媒システムの開発が進められ

ている。さらに、ディーゼル自動車についても新たなNOx対策触媒技術の開発が進めら

れている。これらの分野で日本は欧米に先行した技術を有しており、産学官の共同プロ

ジェクトも実施され、成果を上げている。

　固定発生源の場合、大型の発電設備などはアンモニア脱硝装置などによりNOxが抑制

されており、その技術は日本が世界をリードしている。一方、コージェネレーションな

どの小型の発電設備を対象として、米国ではアンモニア脱硝装置に代わる新技術が実用

化されている。

　環境対策触媒技術の課題として、稀少資源の保護の観点から、自動車用触媒に使用さ

れる貴金属量の抑制が挙げられる。また、エネルギーおよび環境問題およびCO2 排出量

の削減に寄与するために、ガソリン以外の燃料に対応する自動車排出ガス浄化触媒の開

発が必要となる。さらに、コージェネレーションなどの小型発電設備の普及に応じて、

小型設備用低NOx排出技術の開発も必要となる。

　これらの課題に対して、環境触媒技術の開発を促進するために以下の提言を行う。

① 触媒の貴金属使用量の削減に向けて、SPring‐8のような最先端の大型分析設備を活用

し、それらに高度な知見を有する大学や機関が企業と連携して研究を推進する。

② 貴金属のリサイクルを促進するために、発展途上国の廃棄自動車および貴金属の回収

事業を支援する。

③ エネルギー問題への対応に結びつく環境触媒技術として、ディーゼル、バイオマス、

圧縮天然ガス（CNG）などを燃料とする、自動車に対する排出ガス浄化技術の開発お

よび基礎研究の促進を図る支援を行う。また、世界に先駆けて実用化したプラズマ技術

と、触媒を使用したハイブリッドタイプの新排出ガス浄化システムの開発を進めるこ

とによって、排出ガスの浄化に必要なエネルギーが節減可能となることが示唆される。

科学技術動向

概　要
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科学技術動向研究

窒素酸化物排出低減用
触媒技術の開発動向

 小沢　　靖 浦島　邦子
 客員研究官 環境・エネルギーユニット

　触媒は、ガソリンなどの燃料の

精製、衣服、自動車、電気製品、

家庭用品などに使われる化成品の

合成、医薬品の製造などに不可欠

のものであるが、自動車や工場の

排出ガス浄化などの環境対策にも

使用されており、我々の健康保持

にも重要な役割を果たしている。

触媒とは、反応前後でほとんど変

化せず、少量で反応速度を変化さ

せる物質のことを言う。反応の促

進効果以外に選択効果もあり、同

じ原料で複数の反応が存在する場

合、触媒の種類によって、それぞ

れ特定の反応を選択的に促進する

ことができる。固体表面が反応を

促進する作用は 1817 年にイギリ

スのDavyによって初めて見出さ

れ、1913 年のドイツのHaber お

よびBoschの技術に基づいた低温

アンモニア合成法の工業化以降、

触媒を用いた種々のプロセスが開

発され１）、産業の発展および環境

の保全に寄与している（図表１）。

触媒の種類および形態は多種多様

であり、固体ばかりでなく硫酸

などの液体も触媒として機能す

る場合がある。固体触媒におい

ては、単独で使用する場合もあ

り、セラミックスなどの材料（触

媒の担体と言う）の表面に微粒子

状に分散固着（担持と言う）して

使用する場合もある。形状は粉末、

顆粒、繊維状、板状、ハニカム

型など様々で、反応に適した構造

が選定される。

　本稿では、移動発生源および固

定発生源に設置されている窒素酸

化物（NOx）排出低減用触媒技術

の現状を概説し、今後開発を進め

る上での課題について提言する。

図表１　触媒の一覧

区分 用途 代表的触媒

工業用

石油精製用 クラッキング触媒、水素化分解・脱硫触媒、改質触媒

石油化学製品製造用 水素化触媒、酸化触媒、重合触媒

医薬・食品用 水素化触媒、酸化触媒、異性化触媒

その他 天然ガス改質触媒、燃料電池電極触媒

環境保全用
自動車排出ガス浄化用 三元触媒、PM酸化触媒

その他 脱硝触媒、ダイオキシン・VOC分解触媒、脱臭触媒、
光触媒

2   大気汚染とNOx排出規制の状況 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

２‐１

日本における現状

　大気汚染物質は自動車、船舶、

航空機などの移動発生源と工場、

発電所、ごみ焼却場などの固定発

生源から排出される。日本におけ

る大気汚染物質濃度の状況は、す

でに 2005 年７月の科学技術動向

誌に報告されているが２）、二酸化

硫黄（SO2）や一酸化炭素（CO）

濃度は著しく改善されているのに

対し、二酸化窒素（NO2）はほと

んど改善されておらず、NO2 が一

因とされる光化学オキシダントは

近年増加傾向にある。

　2002年度の環境省・国土交通省

のパンフレットによると、窒素酸

化物（NOx）の 52％が自動車から、

35％が工場・事業場からそれぞれ

排出されており、自動車のNOx

対策が重要となる。ディーゼル重

量トラックとバスからのNOx排

出量の推移を図表２に示す。1974

年に排出された量を 100％とする

と、98 年度規制では 20％以下と
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なっていることからわかるよう

に、排出量は年々削減している３）。

　日本における自動車のNOx排

出規制は世界で最も厳しいレベル

で推移している。大都市地域を中

心としたNOxによる大気汚染に

ついては、旧自動車NOx法（1992 

年制定）に基づく規制などの諸施

策が実施されてきた。しかし、自

動車交通量の増大などの理由によ

り、都市部におけるNO2 の大気

環境基準の達成率は改善されてい

ない４）。一方、粒子状物質（PM）

による大気汚染も厳しい状況にあ

り、特にディーゼル自動車から排

出されるPMについては、発ガン

性のおそれがある物質として、国

民の健康への悪影響が懸念されて

いる。このため、NOxに対する従

来の施策を強化するとともに、自

動車交通に起因するPMの削減を

図るため、自動車NOx法の改正

法案が、2001 年６月に成立した。

これにより、排出を規制する物質

にNOxだけでなくPMが追加さ

れ、また、対策地域を拡大すると

ともに、現に使用されているディ

ーゼル自動車の排気ガス規制が段

階的に強化されている。これらの

規制をクリアするために、燃料の

高純度化、エンジン及び排ガス浄

化触媒の高性能化が進められてい

る５～10）。

　固定排出源についても、日本で

は小規模のものを除き、国の法令

および都道府県の上乗せ基準によ

って、設備の種類および規模毎に

NOx排出濃度が規制され、特定

地域では総量も規制されており、

規制強化が図られている。さらに、

大規模な設備の新・増設について

は国や都道府県による環境影響評

価（環境アセスメント）が実施さ

れており、NOx対策などの環境

保全措置が審査されている。

２‐２

米国における現状

　米国では光化学オキシダントの

主成分であるオゾン、およびPM

に加えてCOの大気環境基準の未

達成地域が多く、また、大気中

NOx、CO濃度への自動車の影響

が大きい。このため、日本と同様

に自動車の排出ガス規制を強化し

ており、2007年以降にも規制強化

を予定している。なお欧州も同様

で、年度や内容は未定だが今後も

厳しい規制を予定している 11）。図

図表２　 ディーゼルトラック・バスの NOx
排出量低減効果の推移（直接噴射式）

（注）車両総重量：1.7～ 2.5 トン
資料： 「道路ポケットブック」1999年全国道路利用者会議

図表３　米国と欧州の環境規制法の経緯

参考文献 11）より
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表３に米国と欧州の環境規制法の

経緯を示す。

　固定排出源について、米国で

は図表４に示されるような多くの

NOx排出規制が実施されている

が、近年排出権取引制度を取り入

れて、排出規制によって経済発展

を阻害しないような配慮も行って

いる。NOx排出権取引とは、各

設備に年間に排出できるNOxの

総量を排出権として割り当てて、

実際に排出する量との差の排出権

を売買したり貯蓄したりできる制

度のことで、排出権の割り当てを

徐々に削減していくことによって

NOxの低減を図るものである 12）。

新技術の導入などによって割り当

て以上にNOx排出量を削減すれ

ば、その分の排出権の販売が可能

になるため、経済的に低NOx新

技術の導入が可能になる。しかし、

この制度においても、適切な運用

を行わないと経済発展への影響を

生じる。例えば、カリフォルニア

州では 1993 年からNOx排出権取

引を開始しているが、2000年には

排出量が割当量を超過する事態と

なり、排出権が急騰して発電所の

停止もたらした 13）。また、排出権

を購入すればその設備から割り当

て以上にNOxを排出できるので、

局所的な大気環境の悪化を招く恐

れもある。

　設備の新設および大規模な改造

時には、図表５に示すような基準

を考慮し、排出基準を満たす機器

の導入が求められる 14）。例えば、

BACTでは、大気環境基準を満た

している地域において、新規設備

を導入するに際し、基準汚染物質

すべてを除去できる性能を持ち、

かつランニングコストを含めた費

用がリーズナブルな設備の導入が

求められている。また、LAERは、

大気環境基準を満たしていない地

域で新規設備を導入する場合に指

針となる基準である。これは、例

えばガスタービン発電設備を新た

図表４　固定発生源からのNOx排出量に関する規制

年代 規　制 概　要

1970～ Clean Air Act（CAA） 米国において 1970年に成立した連邦法。

1995～ Acid Rain Program

SO2 と NOxの排出量を減少させ、酸性雨を抑
制することを目的とする。経済的手法により目
標を達成することをめざしており、SO2 は排出
権取引を実施中。このプログラムでは、エネル
ギー効率の改善や関連した公害防止も奨励。

1999～ Ozone Transport Commission 
（OTC）NOx Budget Program

東部 12州における約 900 の火力発電ユニット
と約 100の蒸気ボイラーが主な対象。オゾン・
シーズン（５～９月）における排出総量の上限
は 1990 年の排出量をベースに設定され、この
範囲内で対象発生源に排出上限を割り当てて、
排出権取引を実施。使用しなかった排出許可量
については、売却または持ち越しも可能。

2004～ NOx State Implementation 
Plan（SIP）Call

上記OTC NOx Budget Programをベースに、東
部 22州とワシントンDCにNOx排出権取引を
行う範囲を拡大している。

2005～ Clean Air Interstate Rule
（CAIR）

東部 28州とコロンビア特別区にある石炭火力
発電所から放出される SO2 と NOxの排出を、
10年間で大幅な削減が目的。

検討中 Clear Skies Act
発電による SO2 と NOx及び水銀の排出に上限
を設け、排出量を劇的に減少させ、2000年の水
準より 70％削減する強制力をもつ法律。

図表５　新規および一部の既存固定発生源に対する排出基準

対象物質 発生源 基準名 排出基準対象地域 概要

基準汚染物質
（NOx、SO2、
CO、オゾン、鉛、
PMの６物質）

新規

BACT（Best Available 
Control Technology)

６物質すべて連邦大気
環境基準を達成

NOx、SO2、CO、VOC、鉛、PMの６物質のうちいずれか
を、特定のカテゴリーでは 100t ／年以上、それ以外では
250t ／年以上排出する事業所が対象（大規模発生源）と
なる。同種の新規発生源に適用されるNSPSと同程度に
厳しいものでなければならないとしている。

LAER
（Lowest  Achievable 
Emission Rate）

１物質でも連邦大気環
境基準を未達成 NOx、SO2、CO、VOC、PMの５物質を 100t ／年以上排

出する事業所が対象（新規発生源）となる。最も厳しい
水準となる。オゾン、PM10 の連邦

大気環境基準が未達成

NSPS（New Sourse  
Performance Standards）

６物質すべて連邦大気
環境基準を達成 対象となる種類は、鋼鉄プラント、鉛・亜鉛・同精錬所、

ゴム、タイヤ製造工場などである。特定の種類の新規発
生源が対象。上記のカテゴリーに属する工場は、施設の
規模に関係なく対象となる。既存発生源よりも厳しい水
準となる。

１物質でも連邦大気環
境基準を未達成

オゾン、PM10 の連邦
大気環境基準が未達成

既存
RACT
（Reasonably Available 
Control Technology）

既存発生源（オゾン、
PM10 の連邦大気環境
基準が未達成）

VOCを年間一定量以上排出する既存の事業所が対象とな
る。対象となる排出量は、オゾンによる汚染状況により
異なる。ちなみに、最も汚染がひどい場合は、10t ／年以
上排出する事業所が対象となる。

※これらの基準は、いずれも改正大気清浄法 （CAAA：Clean Air Act Amendments 1990）に基づく排出基準として適用。                       参考文献 14）
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に建設する場合、既存のガスター

ビン発電設備が現在排出している

汚染物質の最低濃度を達成できる

環境対策技術の採用を要求するも

のである。しかし、例えば石炭火

力発電所がボイラーなどの設備を

入れ替える場合、環境対策設備に

かかるコストが入れ替え全費用の

20％未満の場合には、環境対策設

備が不必要となることから、実際

は環境浄化にどの程度効果がある

か疑問視されている 15）。

　また米国環境保護庁（EPA）で

は、民間企業で開発された実用段

階の環境浄化技術について、実証

試験による評価を実施しその評価

結果を公表するという、環境技術

実証事業を行っている 16、17）。

　以前からガソリン自動車の

NOx除去対策として三元触媒が

用いられてきたが、近年開発され

たリーンバーンエンジンやディー

ゼルエンジンには適用できないた

め、新たな触媒システムの開発が

進められている。また、固定発生

源に対してはアンモニア脱硝装置

が優れた効果を発揮しているが、

それに代わる新技術も開発されて

いる。図表６に主なNOx低減用

触媒技術を示す 18～ 21）。

３‐１

移動発生源用
（自動車用）触媒

　三元触媒は、排出ガスに含ま

れる CO、炭化水素（HC）およ

びNOを同時に除去できることか

ら、その名前が付いている。1971

年にフォード社がこの現象を見出

し、1977年にトヨタ自動車が世界

に先駆けてこのシステムを搭載し

た自動車を発売した 22）。触媒はセ

ラミックスまたは合金製ハニカム

に、酸化アルミニウム（Al2O3）を

主体とした高比表面積の担体をコ

ーティングし、その表面に触媒活

性成分である白金（Pt）、パラジウ

ム（Pd）およびロジウム（Rh）な

どの超微粒子を分散担持した構造

をとる。三元触媒は燃料中の硫黄

（Ｓ）成分によって被毒されて劣化

する問題がある。また、三元触媒

に関わらず、排出ガス浄化に使用

される触媒は高温で使用されるた

めに、熱劣化の防止も重要な課題

となっており、自己再生型触媒の

開発などが行われている23）。近年、

熱効率が高く燃費を向上できるリ

ーンバーンエンジンが普及し始め

ているが、このエンジンには三元

触媒は使用できない。そこでNOx

図表６　NOx低減用触媒技術一覧

移動発生源対策 固定発生源対策

種類 特徴 模式図 種類 特徴 模式図

三元触媒

蘆ガソリン車に適用
蘆当量付近で反応
蘆 代表的触媒：
　Pt‐Pd‐Rh‐Al2O3

触媒燃焼

蘆 天然ガス焚きガスタ
ービン燃焼器に使用
蘆 低 NOx燃焼が可能
蘆 代表的触媒：
　PdO-Al2O3

NOx吸蔵
還元触媒

蘆 ガソリン車、ディー
ゼル車に適用
蘆 燃料希薄条件で反応
可能
蘆 代表的触媒：
　Pt‐Ba‐Al2O3

NOx吸蔵
還元触媒

蘆 天然ガス焚きガスタ
ービンに適用
蘆アンモニアが不要
蘆 代表的触媒：
　酸化触媒‐CaCO3

選択還元
触媒

尿素‐SCR：
蘆 大型ディーゼル車に
適用
蘆 燃料希薄条件で反応
可能

蘆 代表的触媒：V2O5‐TiO2
選択還元
触媒

NH3‐SCR：
蘆 各種燃料用ボイラ、
ガスタービンに適用
蘆代表的触媒：
　V2O5-TiO2HC‐SCR：

蘆ガソリン車に適用
蘆 代表的触媒：Ir‐BaSO4

参考文献 18～ 21）を基に作成

3   NOx低減用触媒技術蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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吸蔵還元触媒がリーンバーンエン

ジンへ適用されている。トヨタ自

動車が 1994 年にこの触媒システ

ムを搭載したガソリン自動車を発

売した 22）。また、この触媒を多孔

質セラミックフィルタの表面に担

持して、ディーゼル自動車からの

NOxとPMを同時に削減できる触

媒も開発されている 24）。この触媒

システムは三元触媒と同様に、被

毒と熱によって劣化するため、こ

れらの対策が課題とされている。

　選択還元触媒（SCR触媒）もリ

ーンバーンエンジンに適用でき、

炭化水素を還元剤として選択的に

NOxを除去（脱硝）できること

を示した論文が 1990 年に発表さ

れている 25）。また、尿素を還元剤

として使用する脱硝システムが、

ディーゼル自動車を対象に検討さ

れている 19）。この技術の課題と

しては、排出ガス処理システムの

下流に設置された酸化触媒による

NOxなどの生成・排出防止、お

よび低負荷走行時におけるNOx

除去率の向上が挙げられる。ま

た、現状のシステムでは大きな設

置スペースを必要とするため、小

型化も課題となる。この尿素脱硝

システムを搭載した大型トラック

が、2004 年 11 月に世界に先駆け

て日産ディーゼル工業から発売さ

れた 26）。現在、尿素脱硝技術を用

いた自動車の普及を見込み、尿素

水の供給ステーションの整備も進

められている。

　以上に示したように、日本は欧

米に比べ優れた排出ガス浄化技術

を有している。また、自動車業界と

石油業界を包含した産学官の共同

プロジェクトである Japan Clean 

Air Program（JCAP）が1997 年か

ら開始され、排出ガス浄化触媒へ

の燃料中硫黄性分の影響に関する

評価結果が、2005年からのガソリ

ンや軽油の硫黄分規制の参考にさ

れるなどの成果を上げている 27）。

３‐２

固定発生源用触媒

　アンモニア脱硝技術は、中部電

力／石川島播磨重工業が 1979 年

に大型油焚きボイラー用として

世界で初めて実用化した技術であ

る 28）。排出ガス中にNH3 を注入

して効率的にNOxを除去する技

術である。触媒としては、担体に

TiO2、活性成分に酸化バナジウム

（V2O5）を用いたハニカム型が主

に用いられる。

　天然ガスまたは低硫黄軽油

用ガスタービンの排出ガスの浄

化に NOx 吸蔵還元触媒を適用

した技術を、米国の Goal Line 

Environmental Technologies（ 現

EmeraChem）社が 1996 年に実用

化した 20）。この技術はアンモニア

を使用しないため、アンモニアの

貯蔵、管理、リーク防止などの問

題を発生しない。課題としては、

触媒の長寿命化およびコスト低減

が挙げられる。

　以上に紹介した自動車用およ

び固定発生源用NOx排出低減技

術は、燃焼時に発生したNOxを

後処理によって低減する技術で

あるが、燃焼時にNOxそのもの

を生成させない技術として、「触

媒燃焼」がある。通常の火炎燃焼

では、高温の火炎によって空気中

の窒素と酸素が反応してNOxを

生成するが、このシステムでは

1,500℃以上の高温域にならないた

め、超低濃度NOx発生燃焼が可

能である。触媒活性成分としては

酸化パラジウム（PdO）が主に使

用される。米国のCatalytica 社と

田中貴金属工業がガスタービンに

適用可能な触媒システム 29）を開発

し、そのシステムを用いた天然ガ

ス用ガスタービンを、川崎重工業

が2002年に世界で初めて米国で実

用化した 30）。課題としては、高温・

大型ガスタービンへの適用や、軽

油などへの適用が挙げられる。

4   環境対策用触媒技術の開発を進めるための課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

４‐１

触媒の貴金属使用量の問題

　自動車用触媒は、化学工業用触

媒などと比較して貴金属を多用し

ている。図表７にPt、Pdおよび

Rhの使用量を示す 31）。Pt、Pdの

約５割、Rhの約９割が自動車用

触媒に使用されている。さらに、

自動車触媒用貴金属の使用量は10

年前と比べてPtは約２倍、Pdは

約４倍に増えている。図表８に、

日本における自動車１台当たり

の触媒用貴金属量（Pt+Pd）の推

移とNOx排出規制値の関係を示

す 31、32）。なお、本図は自動車触媒

用に購入される貴金属量に基づい

ており、その中には在庫用も含む

ため、実際に自動車に使用される

貴金属触媒量は、より少ない値と

なる。しかし、排出ガス規制の強

化に伴い、浄化性能を向上するた

めに必要な自動車１台当たりの触

媒用貴金属の量が増えており、こ

のことが自動車触媒用貴金属の全

体の使用量を増加させる一因とな

っている。さらに、現在盛んに自

動車用および分散型電源用に固体

高分子型燃料電池の研究開発が進

められているが、その電極触媒に

も貴金属が使用されている。また

上述したように、固定発生源の環

境対策にも貴金属触媒を用いた技

術が検討されている。貴金属は稀

少資源であるとともに、その約９

割がロシアおよび南アフリカから

産出されており、産出地域が偏在

しているために供給がその国の情
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勢などの影響を受けやすい。これ

らの課題に対し、貴金属のリサイ

クル促進、自動車会社と採掘会社

との直接取引による採掘計画の調

整などにより、供給および価格の

安定化が図られている。また、貴

金属使用量低減に向けた触媒開発

も以前より続けられている。さら

に、自動車用燃料の低硫黄化も図

られており、触媒の寿命延伸につ

ながるため、触媒の貴金属使用量

の低減に有効と考えられる。

　貴金属のリサイクルについて

は、従来以上にさらに促進する必

要があるが、廃棄触媒からの貴金

属回収技術は確立しており、今後

は回収システムの効率化を図る必

要がある。以前、自動車は使用後

の不法投棄、スクラップとして回

収されないケース、および海外に

廃棄自動車として輸出されるケー

スがあり、自動車用触媒の回収率

低下の一因となっていた。しかし、

日本では 2005 年から「使用済自

動車の再資源化等に関する法律」

（自動車リサイクル法）が本格的

に施行され、リサイクルの促進が

図られている。2005年以前に購入

された自動車は、廃棄する際に廃

棄費用を支払わなければならない

ことから、回収率の低下が危惧さ

れているが 33）、今後は自動車購入

時に廃棄費用が上乗せされること

から触媒に使用されている貴金属

の回収率向上が見込まれている。

４‐２

エネルギーや環境問題への
環境触媒技術の対応

　エネルギーや地球温暖化の問題

に対処するために、日本では1998

年の「エネルギー使用の合理化に

関する法律」（省エネ法）の改正 34）

によって、自動車の燃費向上が進

められているが、CO2 排出量にカ

ウントされないバイオエタノー

ルのガソリン混和やバイオディー

ゼルの軽油混和、燃料の天然ガス

および軽油への転換などによって

も、自動車からのCO2 排出量の低

減が可能である。

　軽油はガソリンと比べ、少ない

エネルギーで原油から精製でき、

原油から軽油１kgを精製する際

に発生するCO2 は、原油からガソ

リン１kgを精製する場合の半分

以下である 35）。加えて、走行時の

CO2 排出量も軽油はガソリンと比

べて距離あたり約１割少ないとの

試算もあり 36）、ディーゼルエンジ

ンと電気モーターとのハイブリッ

ド化を行えば、さらにCO2 排出量

を低減できる可能性がある。しか

し一方、ディーゼル自動車から排

出されるPM、NOxなどの濃度は

ガソリン自動車と比べて高いとい

う問題がある７）。

　また天然ガスを燃料としてタ

ンク内に圧縮充填して利用する

CNG（Compressed Natural Gas）

自動車の利用が進められている

が、一充填当たりの走行距離が短

いことから近距離の交通手段とし

て考えられている。CO2 排出量は

軽油と同等か多少劣る程度と見積

もられている。エンジンの熱効率

を向上するために、リーンバーン

エンジンの適用が必要であり、そ

れに適応する排出ガス浄化触媒の

開発が課題となっている。バイオ

マス燃料の利用については、排出

ガスの環境への影響について十分

検討されておらず、その分析が必

要とされている７）。

４‐３

コージェネレーションの
普及に伴う課題

　日本におけるコージェネレー

ションの設置実績を図表９に示

す 37）。日本では、省エネルギーや

二酸化炭素抑制、そして緊急時の

バックアップ用電源を目的とし

て、特に都市部を中心にコージェ

ネレーションシステムの導入が積

極的に進められている。112.5MW

未満のコージェネレーション設

備は環境アセスメントから除外さ

れており、図表 10に示すように、

東京都などでは小型の原動機ほ

図表７　 世界の貴金属使用量の比較（全体および自動車触
媒用）

参考文献 31）のデータを基に作成

図表８　 日本における自動車１台当たりの自動車触媒用貴
金属量の推移とディーゼル自動車NOx排出規制値

参考文献 31、32）のデータを基に作成
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どNOx排出基準を緩く設定して

いる 38）。さらに、NOxの総量規

制も燃料の使用量が少ない設備ほ

ど緩い。その結果、大型の火力発

電所と比較して、小型のコージェ

ネレーション設備はより高濃度の

NOxを排出する。例えば、東京

都内に設置されたコージェネレー

ション設備における発電電力量当

たりのNOx排出量は 0.81g/kWh

で、対象地域の電力会社の全電源

平均の約８倍、火力発電所平均の

約４倍になるとの報告もある 39）。

今後もコージェネレーション設備

の普及は拡大すると予想されるこ

とから、将来、コージェネレーシ

ョン設備のNOx対策強化が必要

になることが見込まれる。コージ

ェネレーションなどの小型発電シ

ステムへのアンモニア脱硝設備の

設置は、毒性ガスであるアンモニ

アの貯蔵・管理、広い設置スペー

ス、リークアンモニアの監視・管

理を必要とすることなどの点で、

大型発電設備などへの付設と比べ

て不利である。このため、小型の

発電システムに最適な技術の開発

が急務である。

　我が国は環境規制により環境

浄化が進み、環境対策技術の開発

も促進されてきた。特に、ガソリ

ン自動車とともに、工場や発電所

などの大型施設の環境対策は、現

在世界で最も進んでいる状況であ

る。環境規制によって環境浄化を

進める手法は直接的であり、効果

が最も期待できる。しかし、規制

値を指標にして環境対策技術の開

発を行う場合、規制値以上の高性

能化を行っても、開発費の増加な

どによって装置の価格が上昇した

り、新技術で実績が無いために信

頼性に不安を持たれたりすると導

入が進まないことから、新技術の

開発・実用化を阻害する場合もあ

る。例えば、排出NOx濃度の規

制値が 10ppmの場合、５ppmを

クリアできる技術を開発しても、

10ppmをクリアできる技術より

値段が高いと、その技術を購入す

るユーザーはほとんど現れない。

　米国では環境技術実証事業や

NOx排出権取引などの制度によ

って、NOx対策新技術に対して

EPAや州が開発競争や導入促進

につながる種々の施策を行ってお

り、特にBACTや LAERの規制

を受ける施設では、より性能の高

い環境浄化技術の導入が求められ

る。このことが、NOx排出低減

技術の発展に寄与し、また経済的

インセンティブを与えていると考

えられる。一方、日本でも環境技

術の開発・導入支援として、環境

技術実証モデル事業や 40）、環境

アセスメントへのBACTの考え

方の導入（注１）41）、および排出ガス

規制の対象外となっている給湯機

器などの小規模燃焼機器を対象に

した、NOx排出ガイドライン適

合機器の普及促進事業が始まって

いる８）。しかし、環境技術実証モ

デル事業は 2003 年度に開始され

たばかりで、対象技術が限られて

いる。また、環境アセスメントは

大規模設備を対象としており、小

型設備は対象外である。さらに、

NOx排出ガイドライン適合機器

も対象が限られており、例えば小

型の非常用発電機などは対象にな

っていない。

図表９　コージェネレーションの年度別設置推移（日本、累計）

参考文献 37）

図表 10　国および自治体のNOx排出基準の例（ガスタービン）

単位：ppm（O2 ＝ 16％） 2005年現在

規模
東京都指導要綱 大気汚染防止法

第一種地域 第二種地域 全国

気体燃料専焼

50,000kW以上 10 10

70

2,000kW以上 25 35

2,000kW未満 35 50

液体燃料専焼

50,000kW以上 10 10

2,000kW以上 25 50

2,000kW未満 35 60

注：規制対象は燃料消費量が重油換算50 l/h以上の設備
　　第一種地域：23区、武蔵野市、三鷹市、調布市、旧保谷市、狛江市
　　第二種地域：第一種以外の地域                                                                     資料を基に作成

（注１）環境影響評価の際に、事

業者が実行可能な範囲で環境影

響を回避・低減しているかを評

価するため、実行可能なより良

い技術が導入されているか否か

を検討することが盛り込まれた。
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5   環境改善に向けた環境触媒に関する諸課題への提言 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆

　前章で述べた課題を基に、日本

の環境触媒技術の発展を図るため

に、以下の提言を行う。

盧貴金属使用量削減に向けた
　技術開発の促進
　従来から貴金属担持量の削減

に向けた触媒の開発は続けられて

きたが、触媒反応は原子・分子レ

ベルの複雑な反応であるため、そ

の解析は難しく、触媒の開発は

経験に基づく試行錯誤的な方法や

網羅的に性能評価する方法が主に

採られてきた。しかし近年、分析

装置の高度化によって反応や劣化

のメカニズム解明が可能になりつ

つあり、計算機シミュレーション

もそれらの解明に役立つレベルに

なってきている。例えば、前述し

た自己再生型触媒では、Pdの超

微粒子の成長が抑制されるメカニ

ズムが高輝度光科学研究センター

（SPring‐8）の放射光Ｘ線解析装

置によって明らかとなり、Pdの

使用量を従来の 70～ 90％削減で

きる結果を得た 23）。このようにメ

カニズムの解明によって、他の貴

金属についても使用量の削減が期

待される 42）。シミュレーション

についても、分子レベルのシミュ

レーションを用いた反応機構の解

明による触媒探索 43）や、μmレベ

ルのシミュレーションを用いた触

媒シンタリングプロセスの解明 44）

などが進められている。高度な分

析機器やシミュレーションの活用

などによって、触媒の開発を効率

的に進めることができ、触媒の貴

金属使用量低減に貢献できる可能

性がある。つまり、最先端の分析

設備を使用することにより、未知

のメカニズムが明らかとなり、従

来困難であった技術のブレーク

スルーを図れる可能性がある。よ

って企業や大学などが導入困難な

大型の設備については国が導入を

図る必要がある。また、SPring‐

8のような高度な分析機器は測定

操作および結果の解析が困難で

ある。そこで、測定技術に高度な

知見を持つ大学や機関が、触媒開

発を行う企業と連携して研究を行

うことによって、効果的な開発を

図れる可能性がある。さらに、自

動車用触媒の非貴金属化について

は、直ちに実用に結びつく開発は

難しく、基礎的な研究が中心とな

るため、大学および公立の機関で

研究を進める必要がある。

盪貴金属のリサイクル率の向上
　自動車リサイクル法を確実に

運用し、自動車の不法投棄などを

防止して、廃棄触媒の回収率を向

上する必要がある。また、海外に

輸出される自動車に対しては、輸

出先での廃棄触媒の回収システ

ムの構築が望まれ、特に発展途

上国での回収システムの確立が効

果的と思われる。このため、政府

が行っているグリーンエイドプラ

ン（注２）45）などを活用し、各国にお

ける廃棄自動車および貴金属の回

収事業を支援する必要がある。

蘯エネルギー問題への対応に
　結びつく環境触媒技術の開発促進
　エネルギー問題への対応および

CO2 排出量の削減は緊急の課題で

ある。ディーゼル自動車の排出ガ

ス性状がガソリン自動車並に改善

されれば、原油の使用量削減およ

びCO2の削減に寄与できる。また、

CO2 の削減に効果のあるバイオマ

スおよび天然ガスの利用拡大が予

想されることから、バイオマス燃

料の燃焼排出ガスの評価、および

CNGやバイオマス燃料に適した

排出ガス浄化触媒の開発促進も必

要となる。触媒のみならず、エン

ジンも考慮した排出ガス浄化シス

テムを開発する必要があり、エン

ジンと触媒システムの連携した開

発が必要である。現在、プラズマ

技術と触媒を併用したハイブリッ

ドタイプの新排出ガス浄化システ

ムが検討されている。プラズマを

使用することにより、従来低温で

は作動しなかった触媒を常温で使

用できる可能性がある46、47）。実際、

わが国では空気清浄機に光触媒と

プラズマを併用した技術が実用化

され、すでに世界に先駆けて一般

向けに販売されている。今後この

ハイブリッドシステムの開発を進

めることによって、排出ガスの浄

化に必要なエネルギーの節減が可

能となることが期待される。

盻環境技術開発の発展につながる
　技術競争の促進
　日本が世界をリードしてきた環

境触媒技術を今後もさらに発展さ

せるためには、優れた技術の開発

が利益に結びつき、開発競争を活

発化させるしくみが必要である。

そのためには、環境技術実証モデ

ル事業の対象技術の拡大、および

低NOx機器の普及促進事業の対

象機器の種類および規模の拡大な

どが有効と考える。さらに、環境

アセスメント対象外の小型設備に

ついても、米国で実施されている

さまざまな規制を日本にあった形

にアレンジして導入を図ることが

望まれる。また、NOx排出権取

引制度も低NOx排出技術の開発

促進効果が期待できるが、前述し

（注２）発展途上国に対し、わが

国の公害防止技術などを活用し

つつ、各国のエネルギー環境対

策における自助努力を支援する

事業のこと。
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たカリフォルニア州の停電の例に

見られるような課題もあることか

ら、日本の状況に即して適合化を

図る必要がある。
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